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ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルの東京都の人口への応用

菅 幹雄（法政大学経済学部）

櫻井 祐子（東京都総務局統計部）†

はじめに

人口予測のモデルの中に、産業連関分析に類似した行列形式のモデルがある。多地域に

おける死亡率、出生率、地域間移動率を考慮して予測を行う「ロジャース・モデル」であ

る（黒田他(1980)、鈴木(1981)、小池(2008)）。「ロジャース・モデル」の中でも「ロジャー

ズ‐ウィルキンス・モデル」（Willekens and Rogers(1978)）は、川嶋他(1982)により「人

口学における投入産出分析モデルとも呼びうる構造的特質を有し、逐次的な行列運算を通

して、将来時点における地域別年齢階級別人口水準を系統的に算出する。とくに、地域別

人口の合計が全国人口に一致すると言う整合性が、各年齢階級毎に自動的に確保されてい

る点は、同モデルが誇る独自性として高く評価」されている。このモデルをわが国の地域

別人口に応用した研究として、黒田他(1980)、鈴木(1981)、川嶋他(1982)、小池(2008)が挙

げられる1。 
近年、都道府県並びに市区町村における地方自治体では、政府による「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」の一環として「人口ビジョン」が策定され、出生や死亡による自然増

減と転出入による社会増減の推移における将来の見通しを分析し、それぞれの自治体で人

口予測が行われるようになった。このように近年は、社会増減等の人口動態の推移や将来

人口の推計に対する関心がますます高まってきている。東京都では 1960 年から人口予測を

行ってきているが2、人口移動の影響が大きい東京都にとって、社会増減の見通しの違いは

将来推計人口を大きく左右すると考えられる。 
そこで、本稿では川嶋他(1982)を参考にし、東京都の人口に応用するための試算を行った。

ロジャーズ－ウィルキンス・モデルの理論的枠組みを概括すると共に、2010 年の国勢調査

や人口動態統計のデータを用いて同モデルを東京都の年齢別人口へ応用した試算結果につ

いて紹介する。 
                                                   
 本稿の執筆にあたり、新井益洋氏、木村文勝氏、小池司朗氏から的確かつ貴重なコメントをいただいた。

ここに記して感謝の意を表する。なお、本稿は、 年 月 日から 日までの期間に開催された環

太平洋産業連関分析学会第 回 年度 大会における報告（菅幹雄・櫻井祐子，「ロジャーズ‐ウィル

キンス・モデルの東京都の人口への応用」）に加筆したものである。
† 本稿の内容と意見は、筆者個人に属するものであり、東京都の公式見解を示すものではない。本稿にお

ける内容や誤りはすべて筆者の責任に帰する。 
1 鈴木(1981)によれば、Kawashima(1979)1が既に試みられていたとされるが筆者未見である。 
  鈴木(1981), p61, Kawashima, Tatsuhiko : Migration and Settement in Japan(A Part) Laxenburg, 
International Institute for Applied System Analysis, 1979. 
2 櫻井・菅(2016) 
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１．ロジャーズ‐ウィルキンス・モデル

ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルは、Rogers(1966)、Rogers(1975)を年齢別に拡張し

たモデルである。Andrei Rogers によって最初に考えられたモデルは、ある期間における地

域別の期末人口を、地域別期首人口を示すベクトルと地域別の出生率、死亡率、転出率と

を組み合わせて作られる地域別増加率と移動率を要素とするマトリックスとの積によって

示されたものであった3。 
ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルは、年齢別人口を居住地（region of residence）によ

って細分割した上で転出と転入による移動（migration）の概念を導入した手法である4。ま

た、一つ一つの地域の将来人口を個々に推計する単一地域型の人口分析とは異なり、多数

の地域の将来人口を他の地域との関連の中で同時に推計する5。なお、同モデルは、男女を

区別しない単性型であり、地域間移動を行う個人に対しては、移動先の居住地の出生率、

死亡率、移動率を適用するという属現住地主義に則した前提としている。 
ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルの理論の枠組みとなっているのは一般化レスリー行

列6である。生存に関する行列と、出生と生存に関する行列の 2 つの部分行列を一般化レス

リー行列 G の形で表す。それぞれの部分行列は、5 年前の居住地（転出元）に𝑥𝑥歳で居住し

ていた者が 5 年後の居住地（転出先）に𝑥𝑥 + 5歳で居住している確率を表す。すなわち、{𝐊𝐊(𝑡𝑡)}
を𝑡𝑡年における地域別年齢階級別人口の分布を表わすベクトルとし、G を一般化レスリー行

列とすると、次式のとおりとなる。 

 {𝐊𝐊(𝑡𝑡+5)} = 𝐆𝐆・{𝐊𝐊(𝑡𝑡)}  

{𝐊𝐊(𝑡𝑡)(𝑥𝑥)}を𝑡𝑡年における(𝑥𝑥, 𝑥𝑥 + 4)歳階級の地域別人口（ただし、𝑥𝑥＝0,5,… , 𝑧𝑧）、K𝑖𝑖
(𝑡𝑡)(𝑥𝑥)を

𝑡𝑡年における𝑖𝑖地域の(𝑥𝑥, 𝑥𝑥 + 4)歳階級の地域別人口（ただし、𝑖𝑖＝1,2,… , 𝑛𝑛)とすると、{𝐊𝐊(𝑡𝑡)}は、

{𝐊𝐊(𝑡𝑡)} =

[
 
 
 {𝐊𝐊

(𝑡𝑡)(0)}
{𝐊𝐊(𝑡𝑡)(5)}

⋮
{𝐊𝐊(𝑡𝑡)(𝑧𝑧)}]

 
 
 
、ただし、{𝐊𝐊(𝑡𝑡)(𝑥𝑥)} =

[
 
 
 
 K1

(𝑡𝑡)(𝑥𝑥)
K2

(𝑡𝑡)(𝑥𝑥)
⋮

K𝑛𝑛
(𝑡𝑡)(𝑥𝑥)]

 
 
 
 

のように分割される。

また、{𝐊𝐊(𝑡𝑡+5)}＝𝐆𝐆・{𝐊𝐊(𝑡𝑡)}の一般化レスリー行列 G は、次のとおりとなる。行列 G にお

いて、αとβはそれぞれ出産可能な年齢階級の下限と上限を表している。本稿では、人口

動態統計における年齢階級別出生数の実績に基づきα＝ 、β＝ とした。𝐁𝐁(10)は －

歳であるが 歳未満とし、𝐁𝐁(50)は － 歳であるが 歳以上とした。 
                                                   
3 河邉(1983), pp.27-29 
4 川嶋他(1982), pp.3-4 
5 河邉(1983), pp.27-28 
6 川嶋他(1982), p.43 

レスリー行列は P.H. レスリーによって提示された人口分析における自然増減（死亡と出生）の 2 要素を

一つの行列にまとめる方法（Leslie 1945, Leslie 1948）で社会移動の影響は考慮されていなかったが、一

般化レスリー行列では社会移動も考慮されている。 
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一般化レスリー行列 G 

 
 

   

 

00 0 0 0 00 5 5
00 00

50
0

0
50 0 00 z

   
 
 
 

  
 
 
   

B B
S

S
G

S

 

部分行列 

 xS ：生存に関する行列 (移動を含む)、  xB ：出生と生存に関する行列 (移動を含む) 

 

     
     

     

11 21 1

12 22 2

1 2

n

n

n n nn

s x s x s x
s x s x s x

x

s x s x s x

 
 
   
  
 

S  

     
     

     

11 21 1

12 22 2

1 2

n

n

n n nn

b x b x b x
b x b x b x

x

b x b x b x

 
 
   
  
 

B  

 ijs x ：単位期間の期首に  , 4x x 歳の年齢階級に属する i 地域の居住者

が、５年後に  5, 9x x  歳の年齢階級で j 地域に生存する割合 

 ijb x ：単位期間（５年間）の期首に  , 4x x 歳の年齢階級に属する i 地
域の居住者１人当たりがその期間内に出産した子供のうち、期末に

j 地域で生存する子供の平均人数 

 
なお、それぞれ部分行列の各成分は、実測データから得られる出生率、死亡率、転出率

を用いて7、次のとおり求める。 

                                                   
7 実測データから得られる出生率、死亡率、転出率は、以下のとおり算出する。 

本稿では、出生率は、東京都とその他地域ごとに、ある 1 年間の年齢階級別出生数（男児と女児の合計）

をある時点の年齢階級別人口（男女計）で除して算出した。出生数は「人口動態統計」、年齢階級別人口（男

女計）は「国勢調査」を用いた。 
死亡率は、東京都とその他地域ごとに、ある 1 年間の年齢階級別死亡数（男女計）をある時点の年齢階

級別人口（男女計）で除して算出した。死亡数は「人口動態統計」、年齢階級別人口（男女計）は「国勢調

査」を用いた。 
転出率は、東京都とその他地域への転出率については、ある 1 年間の当該地域における年齢階級別転出

数をある時点の当該地域の年齢階級別人口（男女計）で除して算出した。その他地域から東京都への転出

率については、ある 1 年間の東京都における年齢階級別転入数をある時点のその他地域の年齢階級別人口

（男女計）で除して算出した。本稿では、「国勢調査」の人口移動集計による移動人口の男女・年齢等集計

「第 3 表 現住地又は 5 年前の常住地(10 区分)による年齢(5 歳階級)，男女別人口(転入・転出－特掲) － 全
国，都道府県，市区町村」の東京都に基づく年齢階級別転入数（その他地域から東京都に転出した数）及

び転出数（東京都からその他地域へ転出した数）を用いた。なお、国勢調査に基づく転入数及び転出数は

5 年ベースであるため、これに 0.2 を乗じて 1 年ベースに変換(Willekens and Roger(1978),p.8)した。 
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 xS は、実測データから得られる死亡率と転出率による死亡率移動率行列  xM を用い

て求める。死亡率移動率行列  xM は、  iM x を i 地域における  , 4x x 歳の年齢階級の

死亡率、  ijM x を i 地域から j 地域への  , 4x x 歳の年齢階級人口移動率とし、次のよう

に定義する。 

 

 

       

       

       

1 1 21 1
1

12 2 2 2
2

1 2

j n
j

j n
j

n n n nj
j n

M x M x M x M x

M x M x M x M x
x

M x M x M x M x













  
    

  
          
 
         







M  

死亡率移動率行列  xM を用いた  xS の導出は、以下のとおりである。 

まず、正確な年齢が𝑥𝑥歳である𝑖𝑖地域の居住者が、正確な年齢が𝑥𝑥 + 5歳のとき𝑗𝑗地域に居住

（生存）する確率を𝒑𝒑𝒊𝒊𝒊𝒊(𝑥𝑥)とすると、𝒑𝒑𝒊𝒊𝒊𝒊(𝑥𝑥)を要素とする行列𝐏𝐏(𝑥𝑥)は、 

 

     
     

     

11 21 1

12 22 2

1 2

n

n

n n nn

P x P x P x
P x P x P x

x

P x P x P x

 
 
   
  
 

P  

となる。 

𝑗𝑗地域生まれの人のうち、正確な年齢が𝑥𝑥歳のとき𝑖𝑖地域に居住（生存）する人数を 𝒍𝒍𝒊𝒊𝒋𝒋𝒋𝒋 (𝑥𝑥)と
定義し、 𝒍̂𝒍𝒊𝒊𝒋𝒋𝒋𝒋 (𝑥𝑥) = 𝒍𝒍𝒊𝒊𝒋𝒋𝒋𝒋 (𝑥𝑥) 𝒍𝒍𝒊𝒊𝒋𝒋𝒋𝒋 (0)⁄ とすると、 𝒍̂𝒍𝒊𝒊𝒋𝒋𝒋𝒋 (𝑥𝑥)は𝑗𝑗地域生まれの人が正確な年齢𝑥𝑥歳で𝑖𝑖地
域に居住（生存）する確率となる。 𝒍̂𝒍𝒊𝒊𝒋𝒋𝒋𝒋 (𝑥𝑥)を要素とする行列は、 

 

     
     

     

10 1 20 1 0 1

10 2 20 2 0 2

10 20 0

ˆ ˆ ˆ

ˆ ˆ ˆ
ˆ

ˆ ˆ ˆ

n

n

n n n n

l x l x l x

l x l x l x
x

l x l x l x

 
 
 

  
 
 
 

l  

 ˆ 0 l I  

となる（Ｉは単位行列である。）。 
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     5x x x l P lは、     ˆ ˆ5x x x l P l に𝐏𝐏(𝑥𝑥)を乗じて得られることから、      ˆ ˆ5x x x l P l となる。 

ここで、𝑗𝑗地域生まれの人が𝑥𝑥歳から𝑥𝑥 + 5歳の間に𝑖𝑖地域に居住する平均年数（居住平均年

数）を    
5

0 00
ˆ

j i j iL x l x t dt とすると、    
5

0 00
ˆ

j i j iL x l x t dt  となる。    
5

0 00
ˆ

j i j iL x l x t dt を要素とする行列𝐋𝐋(𝑥𝑥)

は、 

 

     
     

     

10 1 20 1 0 1

10 2 20 2 0 2

10 20 0

n

n

n n n n

L x L x L x
L x L x L x

x

L x L x L x

 
 
   
  
 

L  

となる。𝐋𝐋(𝑥𝑥)は死亡及び移動が単位期間中に一様に発生するという仮定のもとに、実際に計

算する場合には一次結合による近似を用いて、 

         1 5ˆ ˆ ˆ ˆ5 5 5
2 2

x x x x x            L l l l l  

となり、これに      ˆ ˆ5x x x l P l を代入すると、次式のとおりになる。 

               5 5 5ˆ ˆ ˆ ˆ ˆ5
2 2 2

x x x x x x x x              L l l l P l I P l  

同様に      5 ˆ5 5 5
2

x x x      L I P l となり、これに      ˆ ˆ5x x x l P l を代入

すると、 

       5 ˆ5 5
2

x x x x     L I P P l  

となる。 

𝐋𝐋(𝑥𝑥)と𝐒𝐒(𝑥𝑥)は、      5x x x L S L という関係から、       1
5x x x


    S L L とな

る。これに      5 ˆ
2

x x x   L I P l および        5 ˆ5 5
2

x x x x     L I P P l を代入

すると、 

           

         

     

1

1 1

1

5 5ˆ ˆ5
2 2

ˆ ˆ5

5

x x x x x x

x x x x x

x x x



 



            

           

         

S I P P l I P l

I P P l l I P

I P P I P

           

         

     

1

1 1

1

5 5ˆ ˆ5
2 2

ˆ ˆ5

5

x x x x x x

x x x x x

x x x



 



            

           

         

S I P P l I P l

I P P l l I P

I P P I P

 

となる。 

4 5
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ここで、死亡率移動率行列𝐌𝐌(𝑥𝑥)用いると、        ˆ ˆ5x x x x  l l M L となる。 

これに      5 ˆ ˆ 5
2

x x x    L l l を代入すると、 

         

           

       

       
1

5ˆ ˆ ˆ ˆ5 5
2

5 5ˆ ˆ ˆ ˆ5 5
2 2

5 5ˆ ˆ5
2 2

5 5ˆ ˆ5
2 2

x x x x x

x x x x x x

x x x x

x x x x


       

    

            

            

l l M l l

l M l l M l

I M l I M l

l I M I M l

 

となる。 

これを      
1ˆ ˆ5x x x


    P l l に代入すると、 

             

     

     

   

   

1 1
1

1

5 5 5 5ˆ ˆ
2 2 2 2

5 5
2 2
5 5 2
2 2
5 2
2

52
2

x x x x x x x

x x x

x x x

x x

x x

 




                            
     
      
       

     

P I M I M l l I M I M

I M P I M

I M P I M I

I M I P I

I P I M

となる。これより、 

   

   

1

1

55 2 5
2

1 5
2 2

x x

x x





       
        

I P I M

I P I M
 

となり、これらを         1
5x x x x


         S I P P I P に代入すると、 

         

   

1 1

1

5 5 5 1 52 5
2 2 2 2 2

5 55
2 2

x x x x x

x x

 



                            

             

S I M I M I M I M

I M I M

 

となり、このように死亡率移動率行列𝐌𝐌(𝑥𝑥)から生存に関する行列𝐒𝐒(𝑥𝑥)を算出する。 
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 xB については、死亡率行列𝐌𝐌(0)と実測データから得られる出生率による出生率行列

𝐅𝐅(𝑥𝑥)を用いて求める。出生率行列𝐅𝐅(𝑥𝑥)は、  iF x を i 地域における  , 4x x 歳の年齢階級

に関する１年間の出生率とし、次のように定義する。 

 

 
 

 

1

2

0 0
0 0

0 0 n

F x
F x

x

F x

 
 
   
  
 

F  

死亡率行列𝐌𝐌(0)と出生率行列𝐅𝐅(𝑥𝑥)を用いた  xB の導出は、以下のとおりである。 

単位期間の期首に(𝑥𝑥, 𝑥𝑥 + 4)歳に属する𝑖𝑖地域の居住者 1 人当たりがその期間内に出産した

子供の人数は一次結合による近似により、      1 5 5
2

x x x    F F S となる。これらの

出生児が単位期間の期末まで生存する比率は  1 0
5

L であるから、 

         1 0 5
2

x x x x    B L F F S  

となる。これに、      5 ˆ
2

x x x   L I P l より      5 ˆ0 0 0
2

   L I P l を代入すると、 

                 1 5 50 5 0 5
2 2 4

x x x x x x x                      B I P F F S I P F F S

となり、これに、    
152

2
x x


     

I P I M より    
150 2 0

2


     

I P I M を代入する

と、次式が求まる。 

         
15 52 0 5

4 2
x x x x


         

B I M F F S  

このように死亡率行列𝐌𝐌(0)と出生率行列𝐅𝐅(𝑥𝑥)から出生・生存率行列𝐁𝐁(𝑥𝑥)を算出する。 
 
２．ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルの再現と東京都の人口を用いた試算

まず、１で示したロジャーズ‐ウィルキンス・モデルの各式に基づき、Willekens and 
Rogers（1978）で示されているスロベニアとユーゴスラビアの 2 地域の基礎データを用い

て推計を行った。推計結果については、Willekens and Rogers(1978)で示されている推計値

と照合し、一致することを確認した。 
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次に、2010 年の国勢調査データを用いて 2015 年の東京都の 5 歳階級別人口（男女計）

を試算した8。試算結果については、2015 年の国勢調査データと照合し、モデルの推計精度

を検証した。試算にあたっては、Willekens and Rogers(1978)や川嶋他(1982)と同様に、男

女を合わせた単性型とした。地域間については、東京都とその他地域の 2 地域を対象とし、

年齢階級区分は 0－4歳から 85歳以上までの 18階級を対象とした。なお、その他地域とは、

46 道府県を一括りにした地域をいう。 
一般化レスリー行列における 2 つの部分行列については、1 で述べたとおり、基礎データ

からそれぞれの導出式にあてはめて各率を算定した。算定した部分行列の各率は、表 1 か

ら表 11 のとおりとなり、S(𝑥𝑥)とB(𝑥𝑥)を図 1 のように配列させた。なお、表 1 から表 11 は、

表頭は 5 年前居住地、表側は現住地を表す。 

表 死亡率移動率行列M(𝑥𝑥)

 
                                                   
8 試算に用いた基礎データは、次のとおりである。①2010 年の国勢調査（総務省統計局）に基づく東京都

と全国の常住人口（男女計、年齢 5 歳階級別）、②2010 年の人口動態統計（厚生労働省）に基づく東京都

と全国の母親の年齢階級別出生数（男女計）及び死亡数（男女計、年齢 5 歳階級別） 
その他地域のデータは、全国の値から東京都の値を差し引いて求めた。 
なお、本稿における基礎データから算出した出生率は、母親の年齢階級別出生数を男女計の 5 歳階級別

常住人口で除した率である。 

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80-84歳→85－89歳 85歳以上→90歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

8
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表   𝐈𝐈 + 5
2 𝐌𝐌(𝑥𝑥 + 5)

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上

東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域
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表  [ 𝐈𝐈 + 5
2 𝐌𝐌(𝑥𝑥 + 5)]

−𝟏𝟏

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳

東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

10
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表  𝐈𝐈 − 5
2 𝐌𝐌(𝑥𝑥)

 

 

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域
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表 生存に関する行列 𝐒𝐒(𝑥𝑥)

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

12
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表 出生率行列 𝐅𝐅(𝑥𝑥)
0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域
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表  𝐅𝐅(𝑥𝑥 + 5)𝐒𝐒(𝑥𝑥)

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域
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表 𝐅𝐅(𝑥𝑥) +  𝐅𝐅(𝑥𝑥 + 5)𝐒𝐒(𝑥𝑥)

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域
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表  𝐈𝐈 + 5
2 𝐌𝐌(0)

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域
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表 [𝐈𝐈 + 5
2 𝐌𝐌(0)]

−𝟏𝟏

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域
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表 出生・生存率行列 𝐁𝐁(𝑥𝑥)

0－4歳→5－9歳 5－9歳→10－14歳 10－14歳→15－19歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

15－19歳→20－24歳 20－24歳→25－29歳 25－29歳→30－34歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

30－34歳→35－39歳 35－39歳→40－44歳 40－44歳→45－49歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

45－49歳→50－54歳 50－54歳→55－59歳 55－59歳→60－64歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

60－64歳→65－69歳 65-69歳→70－74歳 70－74歳→75－79歳
東京都 その他地域 東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

75－79歳→80－84歳 80歳以上→85歳以上
東京都 その他地域 東京都 その他地域

東京都
その他地域

18
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図１ 東京都の人口に応用した一般化レスリー行列

 
 
{𝐊𝐊(𝑡𝑡+5)} = 𝐆𝐆・{𝐊𝐊(𝑡𝑡)}の推計は、図２のとおり、期首人口に 2010 年の人口をセットし、各

率が配置された一般化レスリー行列との積によって、2015 年の東京都の 5 歳階級別人口を

推計した。 
 
 
 
 
 
 
 

ｔ－5年の

常住地

ｔ年の常住

地
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域
東京都

その他

地域

東京都 ・・・ ・・・
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地域
・・・ ・・・

東京都

その他

地域

東京都

その他

地域

東京都

その他

地域

東京都 ・・・ ・・・
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地域
・・・ ・・・

東京都
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東京都 ・・・ ・・・
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・・・ ・・・

東京都
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東京都
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地域

・・・

80－84歳

85歳以上

・・・ 80-84歳

15－19歳

・・・

45－49歳

85歳以上

0－4歳

5－9歳

10－14歳

0－4歳 5－9歳 10－14歳 15-19歳 ・・・ 45-49歳

𝐁𝐁(𝑥𝑥) 

𝐒𝐒(𝑥𝑥) 
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図２ モデル推計のイメージ

試算結果は、表１のとおりである。25 歳未満の年齢階級においてやや乖離がみられたも

のの、全体的には概ね 2015 年国勢調査の結果と近似した。また、全年齢階級を積み上げた

合計（総人口）では、2015 年国勢調査の実績値よりも 1 万弱程度下回ったものの実績値に

かなり近い結果が得られた。 
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その他

地域

東京都
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・・・
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表 年国勢調査データを用いた 年推計の試算結果

（東京都の 歳階級別人口）

 

 

また、年齢 3 区分別による試算結果は表 2 のとおりである。年齢 3 区分別人口の構成比

は、15－64 歳の区分で実績値よりも若干下回り、0－14 歳及び 65 歳以上の区分で実績値

よりも若干上回ったが、小数第一位ではほぼ一致する結果となった。 

 

表 年国勢調査データを用いた 年推計の試算結果

（東京都の年齢 区分別人口の構成比）

 

単位：人

年齢階級区分
 2015年国勢調査

実績値
 2015年推計値  乖離（推計値-実績値）

0－4歳

5－9歳

10－14歳

15－19歳

20－24歳

25－29歳

30－34歳

35－39歳

40－44歳

45－49歳

50－54歳

55－59歳

60－64歳

65－69歳

70－74歳

75－79歳

80－84歳

85歳以上

計

単位：％、％ポイント

年齢3区分
 2015年国勢調査

実績値
 2015年推計値  乖離（推計値-実績値）

0－14歳

15－64歳

65歳以上
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さらに、ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルによる 2015 年を試算した結果について、単

一地域人口分析の手法を用いた東京都(2013) による 2015 年の推計値9と比較してみたとこ

ろ、表 3 のとおりとなった。人口移動の影響が大きい 15－64 歳人口において差が大きく生

じている。 
 

表 ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルの試算結果と東京都 による

年推計値の比較

 

おわりに

本稿では、ロジャーズ‐ウィルキンス・モデルを東京都の人口に応用するにあたり、川

嶋他(1982)を参考に 2010 年の国勢調査等の人口データを用いて 2015 年の試算を行った。

試算結果は、2015 年国勢調査結果の実績値にかなり近い結果が得られた。同モデルは、初

期人口と推計時点までの出生率、死亡率、移動率が正確に与えられれば、産業連関分析と

同様に、モデル自体は定義式であるので推計時点の人口は誤差がほとんど無いはずである。

今回試算した結果が 2015 年国勢調査の実績値と差が生じた要因として、試算に用いた基礎

データのうち、「国勢調査」の移動データに含まれる移動不詳の影響が考えられる。また、

同モデルの推計結果について単一地域人口分析の手法を用いて推計されたものと比較した

ところ、人口移動の影響が大きい年齢区分において推計結果に差が大きく生じ、東京都と

その他地域間を構造的に捉えた同モデルの推計値が2015年国勢調査実績値に近い結果とな

ったことが示された。 
今後は、同モデルの長期の将来予測への応用にあたり、基礎データの整備や{𝐊𝐊(𝑡𝑡+5)} =

𝐆𝐆・{𝐊𝐊(𝑡𝑡)}を構成する部分行列の𝐒𝐒(𝑥𝑥)や𝐁𝐁(𝑥𝑥)の導出に必要な人口変動要因パラメータ（死亡

率や転出率及び出生率）の設定について時系列的にどのように変化させていくかが課題で

あると考えている。また、同モデルの年齢階級区分の対象範囲については、今回の試算で

                                                   
9 東京都(2013), 表 3 で引用した推計値は、東京都総務局が 2013 年 3 月に公表した「東京都男女年齢(5
歳階級)別人口の予測」によるものである。この予測は、2010 年の国勢調査結果に基づく人口を基準とし、

2015 年、2020 年、2025 年、2030 年、2035 年の将来 5 時点における東京都の 62 区市町村ごとに男女別、

5 歳階級別人口を予測したもので、「コーホート要因法」が用いられている。 

単位 : 人

東京都(2013)推計
ロジャーズ‐ウィルキン

ス・モデル推計
東京都(2013)推計

ロジャーズ‐ウィルキン

ス・モデル推計

0－14歳

15－64歳

65歳以上

年齢3区分
2015年国勢調査結果

(実績値）

予測値 実績値との差
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は 0－4 歳から 85 歳以上までの 18 階級としたが、𝐒𝐒(𝑥𝑥)のその他地域に残留する 80 歳以

上→85 歳以上の生存率が１を超える結果となった。これは、85 歳以上が一括りでまと

められており、かつ 85 歳以上を超える年齢階級の生存率が上昇しているからである。

今後、基礎データが整備されてきた場合は、85 歳以上についても年齢階級区分を 5 歳

階級別に区分することが考えられる。 
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